
基本目標１　家庭・地域における子育ての支援

施策の方向２　子育て世帯への経済的支援

基本施策１　経済的負担の軽減

7
私立幼稚園就園
奨励費補助金

継続

対象人数265人に対し園児の入
園料、保育料の一部を助成し、
保護者の経済的負担を軽減しま
す。

対象人数　142人

補助額　　9,765,200円
Ａ 子ども育成課

対象人数が、目標と実施状
況で差がある。少ない理由
はあるか。

幼児教育・保育の無償化が令和元
年10月より開始されたことによ
り、就園奨励費補助事業が廃止と
なったことが影響していると考え
られます。

9
認証保育所利用
者補助金

継続
延べ260人に対して補助を行い
保護者間の公平性を図ります。

延べ人数　159人

補助額　　3,974,005円
Ａ 子ども育成課

人数減についての理由はあ
るか。補助などが行き渡っ
ていないということはな
かったか。

幼児教育・保育の無償化が令和元
年10月より開始されたことによ
り、一部の方が無償化の対象者に
移行したことが影響していると考
えられます。

12
育成医療費助成
制度

継続
入院対象者６名、通院対象者８
名
医療費助成額　1,000,000円

入院対象者１名、通院対象者２
名
医療費助成額　108,726円

A 子ども育成課

人数減についての理由はあ
るか。補助などが行き渡っ
ていないということはな
かったか。

人数減については、対象疾病に該
当するお子さんが減少したと考え
ています。指定医療機関で治療す
るため、ほとんどの方は医療機関
から案内されるので、対象者への
補助はできていると思います。

15
通学援助費支給
事業

継続

対象者23人、支給額535千円
特別支援教育等の推進を図ると
ともに保護者の経済的負担を軽
減します。

対象者　22人
支給額　437,272円

Ａ 教育支援課

人数減についての理由はあ
るか。補助などが行き渡っ
ていないということはな
かったか。

当該事業の対象となる可能性ある
児童・生徒の保護者に対し、学校
を通じて申請書の配布、提出をし
ていただくなど申請もれのないよ
う配慮して実施しております。

17
生活保護受給世
帯に対する各種
経費の支給

継続
健全育成事業・自立促進事業等
利用者数　212人

生活保護受給世帯の児童・生徒
58人に対し、健全育成・自立促
進事業として、被服等の費用や
修学旅行支度金、学習塾の通塾
にかかる費用などを支給しまし
た。

A 社会福祉課

人数減についての理由はあ
るか。補助などが行き渡っ
ていないということはな
かったか。

対象児童・生徒数の減のため。
支給対象児童・生徒に対しては全
員に支給しています。

施策の方向3　ひとり親家庭の自立支援の推進

基本施策１　ひとり親家庭等の自立支援の推進

1
児 童 育 成 手 当
（ 育 成 手 当 ）
（再掲）

継続
受給対象児童数　1,079人、支
給額　174,798千円

受給対象児童数　1,010人
支給額　170,424,000円

A 子ども育成課
対象者数減の理由はある
か。

児童数の減少によるものと考えて
います。

2
児 童 扶 養 手 当
（再掲）

継続
受給対象者数　545人、支給額
358,500千円

受給対象者数　505人
支給額　340,771,870円

A 子ども育成課
対象者数減の理由はある
か。

児童数の減少によるものと考えて
います。

元年
度事
業進
捗評

元年度C・D評
価の理由・課題

担当課等

平成30年度実施状況

令和元年度福生市子ども・子育て支援事業計画　進捗調査　審議会委員意見・質問等集約

担当課回答

担当課回答意見・質問等番号 事業名 方向性 令和元年度　事業目標 令和元年度実施状況

30
年度
事業
進捗

30年度C・D評
価の理由・課題

担当課等 意見・質問等番号 事業名 方向性 平成30年度　事業目標

1



3
ひとり親家庭等
医療費助成制度

継続
対象世帯数　564世帯、医療費
助成額　33,434千円

対象世帯数　534世帯
医療費助成額　32,839,285円

A 子ども育成課
対象者数減の理由はある
か。

児童数の減少によるものと考えて
います。

5
ひとり親家庭
ホームヘルプ
サービス事業

継続
必要な人に適切な支援を実施し
ます。
委託料　2,341千円

必要な人に適切な支援を実施す
るにあたり、登録者数を増やす
ため制度の周知に努めた。
委託料　3,090,640円

A 子ども育成課
委託料が増加しているが、
大丈夫なのか。

ホームヘルパーの派遣見込み時間
数が増加したため、12月議会で委
託料の補正を行い対応しました。

9

ひとり親家庭高
等学校卒業程度
認定試験合格支
援給付金

H29
～

新規

対象者１名、　支給額
150,000円

事業周知の案内を現況届けに同
封したほか、ＨＰにも事業概要
を掲載。
相談は１件あったが、支給実績
にはつながらなかった。

Ａ
子ども家庭支援
課

支給実績につながらなかっ
たことでも「A」とした理
由を補足してほしい。

実際に相談には来られましたが、
御希望が本事業の対象となる講座
ではなかったため、対象外となり
ました。事業周知は行い、予算措
置もしたことから「Ａ」評価とし
ています。

寡婦（寡夫）控除のみなし適応
を行った。

子ども育成課

市営住宅使用料については、公
営住宅法の改正により、みなし
適応ではなく、寡婦控除の対象
者として算定している。

まちづくり計画
課

施策の方向４　特別な配慮が必要な子育て家庭への支援の充実
基本施策１　児童虐待防止策の充実

3
乳児家庭全戸訪
問事業

継続

訪問率100％に努めます。
必要な家庭には、子ども家庭支
援センターの相談員も同行訪問
を行い、相談や支援を行いま
す。

家庭訪問対象395件に対し、
357件の家庭訪問を実施した。
訪問率94.9％

A 健康課

訪問できなかった場合はど
のような対応をとっている
か。
このことにより、大きな問
題・課題にならないかが懸
念されるため。

未訪問は、里帰り先での訪問や、
里帰り出産後に実家に留まってい
る場合を含みます。訪問不可の場
合、３か月児健診での面談や、子
ども家庭支援センターと連携して
対応しています。

元年
度事
業進
捗評

元年度C・D評
価の理由・課題

担当課等 意見・質問等

もう少し詳しく説明をして
ほしい。

元年
度事
業進
捗評

元年度C・D評
価の理由・課題

担当課等 意見・質問等

10

非婚のひとり親
家庭に対する寡
婦（寡夫）控除
のみなし適応

新規

婚姻歴の有無による不平等を無
くす観点から寡婦（寡夫）控除
のみなし適応を行い、保育料、
学童クラブ育成料、幼稚園就園
奨励費補助金、幼稚園児保護者
負担軽減補助金、各種手当や医
療助成を算定します。
市営住宅使用料については、公
営住宅法の改正により、寡婦控
除の対象者として算定していま
す。

番号 事業名 方向性 令和元年度　事業目標 令和元年度実施状況

担当課回答

担当課回答

各種手当や医療助成については、
所得制限の計算に当たり、寡婦控
除に該当しない未婚のひとり親の
方からの申請を受け、寡婦控除に
該当する方と同じ計算をしていま
す。

A

番号 事業名 方向性 令和元年度　事業目標 令和元年度実施状況

2



基本施策２　障害児施策の充実

4
日常生活用具給
付等事業

継続

必要な人に適切な支援を実施し
ます。
給付件数　1,313件
給付金額　14,400,000円

必要な人に適切な支援を実施し
ました。
給付件数　1,128件
給付金額　11,637,717円

Ｂ 障害福祉課 件数減の理由はあるか。
予算は見込であり、実績とは一致
しません。

6
小児精神障害者
入院医療費助成

継続
精神科病床における入院医療費
についての自己負担額を一部助
成します。

精神科病床における入院医療費
についての自己負担額を一部助
成しました。

A 障害福祉課
一部助成となるが金額はわ
かるか。

医療保険を適用し、入院時の食事
療養標準負担額を除いた自己負担
相当額全額が助成対象です。

7

生活介護・地域
活動支援セン
ター「れんげ
園」の運営

継続

必要な人に適切な支援を実施し
ます。
地域活動支援センター延べ給付
件数　22件

必要な人に適切な支援を実施し
ました。
地域活動支援センター延べ給付
件数　36件

A 障害福祉課
14件増えているが給付額は
どうか。 給付額は利用日数によります。

8
日中一時支援事
業の実施

継続

必要な人に適切な支援を実施し
ます。
延べ給付者数　2人
給付金額　7,000円

必要な人に適切な支援を実施し
ました。
申請なし

Ｂ 障害福祉課
申請なしとあるが、広報不
足ということはないか。

広報、HP、ガイドブック、相談支
援事業等において周知していま
す。

12
重度身体障害者
（児）住宅設備
改善費給付事業

継続

必要な人に適切な支援を実施し
ます。
給付件数　３件
給付金額　1,973,000円

必要な人に適切な支援を実施し
ました。
給付件数　２件
給付金額　1,198,800円

Ｂ 障害福祉課
1名減ということか。その１
名は必要がなかったという
ことか。

予算は見込であり、実績とは一致
しません。必要とする人が減った
とかいうこととは少し違います。

14 障害児相談事業 継続

障害児に関する知識と経験を持
つ専門職員が必要なことから、
障害福祉課や子ども家庭支援セ
ンター等が実施する他の相談事
業と連携することによる相談体
制の充実を検討していきます。

児童館３館で子育て相談事業実
施、年３回保健師による相談事
業実施

Ａ 子ども育成課 効果は。

子育て相談事業において、障害児
に関する相談があった場合には、
各関係部署との連携を図ります。
令和元年度においては該当する相
談はありませんでした。

15
障害児の入浴
サービス

継続

必要な人に適切な支援を実施し
ます。
延べ給付件数　  １件
給付金額　　 5,000円

必要な人に適切な支援を実施で
きるようにしました。
申請なし

Ｂ 障害福祉課
申請なしとあるが、対象者
がいなかったということ
か。

お見込みのとおりです。

16
重度身体障害者
（児）訪問入浴
サービス

継続

必要な人に適切な支援を実施し
ます。
延べ給付件数　99件
給付金額　1,194,000円

必要な人に適切な支援を実施し
ました。
延べ給付件数　71件
給付金額　944,720円

B 障害福祉課
給付件数・金額の減は、必
要とする人が減ったという
ことか。

予算は見込であり、実績とは一致
しません。必要とする人が減った
とかいうこととは少し違います。

17
児童発達支援事
業

継続

必要な人に適切な支援を実施し
ます。
延べ給付者数　132人
給付金額　13,259,000円

必要な人に適切な支援を実施し
ました。
延べ給付件数　201件
給付金額　13,051,575円

A 障害福祉課
69件増えている、このこと
の読み方は。
（原文ママ）

給付費は、事業所の所在地、規
模、加算状況、利用者の状態等に
より異なるため、必ずしも給付件
数と連動しません。

元年
度事
業進
捗評

元年度C・D評
価の理由・課題

担当課等 意見・質問等 担当課回答番号 事業名 方向性 令和元年度　事業目標 令和元年度実施状況
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18
医療型児童発達
支援事業

継続
治療を行いながら、動作指導等
適応訓練のサービスを提供しま
す。

治療を行いながら、動作指導等
適応訓練のサービスを提供でき
るようにしました。
申請なし

B 障害福祉課
申請なしとあるが、広報不
足ということはないか。

広報、HP、ガイドブック、相談支
援事業等において周知していま
す。

19
放課後等デイ
サービス

継続

必要な人に適切な支援を実施し
ます。
延べ給付者数　876人
給付金額　78,837,000円

必要な人に適切な支援を実施し
ました。
延べ給付件数　995件
給付金額　90,903,135円

A 障害福祉課
給付件数・金額の増につい
て、費用の不足分はどう対
応したのか。

12月補正で対応しました。

20 補装具費の交付 継続

必要な人に適切な支援を実施し
ます。
給付件数　137件
給付金額　14,999,000円

必要な人に適切な支援を実施し
ました。
給付件数　119件
給付金額　10,386,662円

Ｂ 障害福祉課
給付件数・金額の減は、必
要とする人が減ったという
ことか。

予算は見込であり、実績とは一致
しません。必要とする人が減った
とかいうこととは少し違います。

22
中等度難聴児発
達支援事業

継続

必要な人に適切な支援を実施し
ます。
利用台数　２台
助成金額　274,000円

必要な人に適切な支援を実施で
きるようにしました。
利用台数　２台
助成金額　100,934円

Ａ 障害福祉課

利用台数は同じだが助成金
額異なるのはなぜか。必要
な機種の違いによるもの
か。

お見込みのとおりです。

23
保育所等訪問支
援

継続

保育所等内での集団活動に適応
できるよう、個の特性に合わせ
た対応方法の助言、支援を行い
ます。

必要な人に適切な支援を実施す
るため、対象者に事業について
の情報提供を行いました。
申請なし

B 障害福祉課
申請がない理由をどのよう
にとらえたのか。

福生市では臨床心理士等による巡
回相談を実施しており、同様の支
援が得られているために申請がな
いのではと考えています。

25
医療的ケア児支
援事業（保育
園）

H29
～

新規

医療的ケアが必要な児童に対
し、適切な支援を実施するため
保育園に看護師を派遣します。

医療的ケアが必要な児童がいな
かったが、必要な支援を実施す
る環境整備を引き続き行ってい
る。

A 子ども育成課
対象者なしで「A」とした
理由は。どのような環境整
備を行ったか。

今後必要な児童がいらっしゃった
場合に即対応できるよう事務手続
等を整理しているので「A」とし
ました。過去の実績を踏まえた事
務手続等の整備を行っています。

26

医療的ケア児支
援事業（小学
校・学童クラ
ブ）

H31
～

新規

医療的ケアが必要な児童に対
し、適切な支援を実施するため
小学校及び学童クラブに看護師
を派遣します。

小学校において、対象者1名に
対し、延べ143回派遣を行っ
た。

学童クラブにおいて、対象者１
名に対し、延べ268回の派遣を
行った。

Ａ
教育支援課

子ども育成課
同じ対象者か。 同じ対象者です。

基本施策３　外国人家庭に対する対応

1
外国籍保護者の
ための日本語通
訳事業

継続

英語・タイ語・スペイン語・中
国語・ネパール語・タガログ
語・フランス語の通訳者を派遣
し、母国語による相談支援を行
います。

外国籍の保護者に対して通訳者
を派遣し、相談・支援を行っ
た。
派遣実績：４回（1回1時間）、
３カ国語

Ａ
子ども家庭支援
課

通訳者の派遣はどの国の言
語だったか、記載があると
よい。

追記いたします。
言語はタガログ語、フランス語、
中国語でした。

2
日本語適応指導
事業

継続

日本語能力が不十分な児童・生
徒の日本語学習及び通常教科の
学習指導等の充実を図るととも
に、通訳等を必要とする保護者
を支援するために日本語適応支
援員を配置します。

日本語能力が不十分な児童・生
徒の日本語学習及び通常教科の
学習指導等の充実を図るととも
に、通訳等を必要とする保護者
を支援するために日本語適応支
援員を配置した。

Ａ 教育指導課
どの程度の支援員の配置、
回数があるのか。

技能指導講師15人、一般指導講師
２人で各校合計1,090時間の配置
を行いました。

元年
度事
業進
捗評

元年度C・D評
価の理由・課題

担当課等 意見・質問等

意見・質問等

番号 事業名 方向性 令和元年度　事業目標 令和元年度実施状況 担当課回答

担当課回答番号 事業名 方向性 令和元年度　事業目標 令和元年度実施状況

元年
度事
業進
捗評

元年度C・D評
価の理由・課題

担当課等
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4
テレビ電話多言
語通訳サービス

H30
～

新規

日本語を話すことができない外
国の方と、テレビ電話多言語通
訳サービスを活用し、通訳者を
介して対話し、職員との円滑な
意思疎通を図ります。

80回、計1,169分の利用が
あった。

A 総合窓口課
曜日により利用度は違う
か。 曜日による違いはありません。

施策の方向５　子どもの放課後の居場所づくり
基本施策１子どもの居場所づくり

2
公園、児童遊園
等の整備

継続

現状の公園施設を総点検し、公
園施設の性格や機能ごとに維持
管理する基本的な考え方をまと
めた維持管理方針の作成に取り
組みます。

平成30年度に引き続き、公園施
設の総点検を実施しました。
令和元年度実施：20公園

B 施設公園課
維持管理方針が未完という
ことで「B」評価なのか。

公園施設の点検を行っています
が、維持管理方針が未作成なので
B評価といたしました。

9
子どもの学習支
援事業

継続

週1回の学習支援及び居場所の
提供を実施することにより、生
活困窮世帯、被保護世帯の子ど
もの学習意欲、基礎学力の向上
や、日常生活習慣の改善を図り
ます。

子どもの学習支援事業を、特定
非営利活動法人青少年自立援助
センターへ委託をして実施し、
延べ26人・51回にわたり学習
支援を行った。

A 社会福祉課

延べ人数は想定内の数値で
あったか。学年はどの学年
が多かったか。教科の要望
に差異はあったか。

募集人数10人であったため、想定
の数値より下回りました。学年は
中学３年生が多かったです。教科
は希望に差異はありませんでし
た。

番号 事業名 方向性 令和元年度　事業目標 令和元年度実施状況 担当課等

事業名 方向性 令和元年度　事業目標 令和元年度実施状況

元年
度事
業進
捗評

元年度C・D評
価の理由・課題

担当課等

担当課回答

意見・質問等 担当課回答番号

意見・質問等

元年
度事
業進
捗評

元年度C・D評
価の理由・課題

5



基本目標２　母と子の健康を守り増進する
施策の方向１　子どもや母親の健康の確保

基本施策１　妊娠・出産・育児に対する不安の解消

12
産前・産後支援
ヘルパー事業

新規

産前・産後支援ヘルパーが訪問
し、産前・産後の生活をサポー
トすることで、家族の精神的・
肉体的負担を軽減し、安心して
子どもを産み育てることが出来
る子育て支援の充実を図りま
す。また、孤独な子育てをして
いる家庭の掘り起こし等の早期
発見に努めます。

広報、ホームページや妊娠届出
時、パパママクラスなどでＰＲ
を行った。
利用件数　７件
派遣日数　115日

Ａ
子ども家庭支援
課

１件当たりどれだけの日数
の派遣であったか。

最も多い家庭では年間50日、次に
多い家庭では28日で、最も少ない
家庭では２日でした。

どのような育児不安が多
かったのか。また、改善と
はどのようなことなのか。

事業利用時のアンケートで「育児
について、どうしたらいいかわか
らなくなる」「赤ちゃんがなぜむ
ずがったり泣いたりしているのか
わからないことがある」という不
安が多くみられ、「赤ちゃんのこ
とが腹立たしく嫌になることがあ
る」という不安が50％程度見られ
ました。改善とは、事業終了後の
アンケートで、「不安・心配事な
どは改善された」「自信をもって
育児ができそうか」の問いに「は
い」「まあまあ」と回答した方が
合わせて100％だったため、改善
としました。

【アウトリーチ型】がわか
りませんので、教えてくだ
さい。

アウトリーチ型とは、ご自宅に委
託助産師が訪問して産後ケアを行
う訪問型のことです。

基本施策２　子どもや母親の健康づくり

4
妊婦歯科健康診
査

継続
年６回実施　受診者50人以上と
します。

新型コロナウイルス感染症拡大
防止のため、１回中止し、５回
実施　受診者27人

A 健康課

新型コロナウイルス感染症
対策により中止せざるをえ
なかった事業について、そ
の分はどのように対応する
かなど、担当部署としてど
うとらえているか。
令和２年度に持ち越しとな
るのか。

電話での状況聞き取り、歯科医療
機関への受診勧奨をしました。
妊娠期での健診のため、次年度の
持越しは不可です。

担当課等 意見・質問等

健康課

番号 事業名 方向性 令和元年度　事業目標 令和元年度実施状況

元年
度事
業進
捗評

元年度C・D評
価の理由・課題

15 産後ケア事業

Ｈ
31
～

新規

事業利用により、産婦及び乳児
の心身の安定を図り、赤ちゃん
を迎えた新しい生活がより円滑
に送れるよう支援します。ま
た、利用者には支援プランを作
成し、必要児関係機関と連携
し、継続的に支援を行います。

申請者23人に対し、宿泊型　延
べ15日、デイサービス型　延べ
18日、アウトリーチ型　延べ
41回の利用があった。利用後の
評価アンケートでは、産婦の心
身の状態及び育児不安について
改善が見られた。

A

方向性 令和元年度　事業目標 令和元年度実施状況 担当課回答

担当課回答

元年
度事
業進
捗評

元年度C・D評
価の理由・課題

担当課等 意見・質問等番号 事業名

6



7 乳幼児健康診査 継続

３か月児　受診率100％に努め
ます。
６か月児　受診率100％に努め
ます。
９か月児　受診率100％に努め
ます。
１歳６か月児　受診率100％に
努めます。
３歳児　　受診率100％に努め
ます。

新型コロナウイルス感染症拡大
防止のため、「３か月児」は１
回、一部対象者を変更して実施
し、「１歳６か月児」と「３歳
児」は各１回を中止した。
３か月児　受診率96.8％
６か月児　受診率98.0％
９か月児　受診率95.0％
１歳６か月児　受診率95.6％
３歳児　　受診率91.2％

A 健康課

新型コロナウイルス感染症
対策により中止せざるをえ
なかった事業について、そ
の分はどのように対応する
かなど、担当部署としてど
うとらえているか。
令和２年度に持ち越しとな
るのか。

電話での状況聞き取りを行ったほ
か、令和２年度へ持越し、それが
できなかった場合は、別の健康診
査へ切り替えました。

8
乳幼児経過観察
健康診査

継続 年12回実施
新型コロナウイルス感染症拡大
防止のため、１回中止し、11回
実施、受診者延べ127人

A 健康課

新型コロナウイルス感染症
対策により中止せざるをえ
なかった事業について、そ
の分はどのように対応する
かなど、担当部署としてど
うとらえているか。
令和２年度に持ち越しとな
るのか。

電話での状況聞き取り
経過観察のため、ある程度の期間
延長はあり得ると考えるし、課題
がある場合は受診勧奨を行いまし
た。
次年度への持越しとなります。

10
乳幼児歯科健康
診査

継続

１歳６か月児健康診査　年12回
実施　受診率100％
３歳児健康診査　年12回実施
受診率100％
乳幼児歯科健康診査　年24回実
施　受診者延べ800人以上

新型コロナウイルス感染症拡大
防止のため、「１歳６か月児」
と「３歳児」の各１回を中止
し、「乳幼児歯科」２回を中止
した。
１歳６か月児健康診査　11回実
施　受診者300人 受診率
94.9％
３歳児健康診査　11回実施　受
診者331人　受診率91.2％
乳幼児歯科健康診査　22回実施
受診者延べ548人

A 健康課
100％にならなかった理由
とそのことについての今後
どのように対応するか。

乳幼児健康診査は、親の都合や子
どもの体調、病院へ通院中などの
事情により、全員受診とはなって
いません。
未受診者には、電話連絡、訪問等
で受診勧奨を行っています。今後
も、同様な対応とします。

13
新生児等聴覚検
査

H31
～

新規

委託件数及び助成件数の合計を
400件とします。

新生児等聴覚検査312件、同助
成件数18件　合計330件

B 健康課
目標件数より実績件数は少
ないが、充足しているか。

目標件数は、予算額。３か月児健
診対象者の343名が近似値と思わ
れます。また、新規事業で4月以
降の出生者が対象であり、里帰り
出産等でタイムラグ等もあると思
われます。

施策の方向２　小児医療・思春期保健対策の充実

基本施策１　小児医療の充実

2 小児医療の充実 継続

継続実施します。
引き続き小児科医の確保につい
て、関係機関へ要請していきま
す。

「西多摩地域保健医療協議会」
において検討、協議を行い、東
京都予算編成に対する市長会要
望として多摩地域における医療
体制等の充実を要望している。

A 健康課
要望しただけで「A」と
なった理由は。

公立福生病院を始めとし、福生市
の規模からみて小児科を掲げる医
療機関は少なくないが、小児科専
門単科医が不足しているため、今
後も現状以上の医療体制等の充実
を目指し、引き続き小児科医の確
保について、関係機関へ要請して
いきます。

担当課等 意見・質問等番号 事業名 方向性 令和元年度　事業目標 令和元年度実施状況

元年
度事
業進
捗評

元年度C・D評
価の理由・課題

担当課回答

番号 事業名 方向性 令和元年度　事業目標 令和元年度実施状況

元年
度事
業進
捗評

元年度C・D評
価の理由・課題

担当課等 意見・質問等 担当課回答
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基本目標３　子どもの健やかな育ちを支援するまちづくり

施策の方向１　幼児期の学校教育・保育を提供する体制の確保

基本施策１　自立と協同の態度を育む幼児期の学校教育・保育の推進

4
訪問型一時預か
り事業の実施

検討
訪問型一時預かり事業について
検討します。

実施について検討を実施し、保
育園における一時預かりや乳幼
児ショートステイなど、保護者
の傷病等により利用可能なサー
ビスで代替可能なことが確認で
きたため、訪問方一時預かり事
業は実施しないものと結論づけ
ました。

A 子ども育成課

「結論づけ」は今回につい
ては、という受け止め方で
よいか。次年度は組み入れ
ないということも含むの
か。

次年度は組み入れないということ
も含むものとなります。

11
トワイライトス
テイの実施

検討
トワイライトステイについて検
討します。

実施場所、運営体制等の課題を
検討しましたが、実施場所等の
候補はなく、市内の実施は難し
い状況であることを確認しまし
た。平日の夜間等のニーズは多
くはないものの、働き方が多様
化していること、近隣に夜間預
かる認証保育所があることも踏
まえ、引き続き検討を進めま
す。

Ａ 子ども育成課

場を考えたこと、ニーズの
検討をしたことなどから
「A」評価としたというこ
とか。

実施場所等の候補地等の検討をお
こなったことから、「A」評価と
いたしました。

22
家庭福祉員制度
（保育ママ）

検討
家庭福祉員制度（保育ママ）に
ついて検討します。

待機児対策としての効果、保育
者の人材確保や実施場所、連携
保育所の設定等の課題を検討し
ました。現在はニーズも少な
く、実施の予定はないが、引き
続き検討を進めます。

B 子ども育成課

ニーズをどのようなことで
見たのか。「B」評価の根拠
をなにか。課題として次年
度持ち越しということか。

ニーズは窓口における保育園の申
込等を通じて把握しています。
検討内容に目立った進展がなかっ
たことから、「B」評価としまし
た。

施策の方向２　幼稚園・保育所・小学校の連携

基本施策１　幼稚園・保育所・小学校の連携

1
保育所・幼稚園
と小学校との連
携

充実
学校と就学前に情報交換や保育
所児童保育要録、幼稚園幼児指
導要録の情報提供を行います。

学校と就学前に情報交換や児童
要録の情報提供等を行いまし
た。
教育委員会が実施する特別支援
教育についての会議（年１回）
に保育園、幼稚園関係者が出席
し、小学校、教育委員会等との
情報交換を行いました。

A 子ども育成課

年間の回数が少ない。何を
行ったのか。A評価の理由
は何か。
先行事例ではかなりの交
流・情報提供がなされてい
るが、そうした事例から学
ぶことはしているのか。

市内の全対象園が、保育所児童保
育要録、幼稚園幼児指導要録の情
報提供を行っておりましたので、
A評価としました。
先行事例での交流については、今
後情報収集を行っていきます。

元年
度事
業進
捗評

元年度C・D評
価の理由・課題

担当課等 意見・質問等番号 事業名 方向性 令和元年度　事業目標 令和元年度実施状況

元年
度事
業進
捗評

元年度C・D評
価の理由・課題

担当課等 意見・質問等番号 事業名 方向性 令和元年度　事業目標 令和元年度実施状況 担当課回答

担当課回答
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施策の方向３　次代を担う子どもたちの生きる力を育む教育環境等の整備

基本施策１　学力の向上、豊かな心や健やかな体の育成

9
食物アレルギー
対応事業

新規

防災食育センター（学校給食セ
ンター）の食物アレルギー対応
給食調理棟において、特定のア
レルゲン（卵、乳、小麦、え
び、かに、そば、落花生）を完
全除去した食物アレルギー対応
給食を調理、提供します。

防災食育センター（学校給食セ
ンター）の食物アレルギー対応
給食調理棟において、特定のア
レルゲン（卵、乳、小麦、え
び、かに、そば、落花生）を完
全除去した食物アレルギー対応
給食を提供した。

Ａ 学校給食課

どの程度の児童数があるの
か。ガイダンス、入学児童
への対応はどのようにして
いるか。

食物アレルギー対応給食はアレル
ゲンの確認のため毎年2月頃に翌
年度の申込手続きを行っていま
す。中学校１年生の場合は、小学
校で申込み手続きを行い、セン
ターを経由して中学校へ引継ぎま
す。
令和元年度末時点で対象者は１名
です。

基本施策２　地域ぐるみで子どもを育てる学校づくり

3
学校と家庭の連
携推進事業

継続

家庭と子どもの支援員と、当該
事業に関する指導･助言を行う
スーパーバイザーを全校で活用
して、いじめ、不登校、暴力行
為など生活指導上の課題に解決
に向け、効果的な取組みを展開
します。

家庭と子どもの支援員（19名）
と、当該事業に関する指導･助言
を行うスーパーバイザー（4
名）を全校で活用して、いじ
め、不登校、暴力行為など生活
指導上の課題にの解決に向け、
効果的な取組みを展開しまし
た。

家庭と子どもの支援員　延
2,400時間活動
スーパーバイザー　延19.5時間
活動

Ａ 教育指導課
前年度と比較し効果はあっ
たか。

前年度と比較して、中学校の不登
校出現率が減少しました。

基本施策３　地域の教育力の向上

出席予定だった子どもたち
への対応はどうしたか。

答弁原稿と共に参加記念品を学校
を通じてお渡ししました。

台風19号の影響ということ
で中止は仕方のないことだ
と思いますが、そのあと何
かの形で発表の場を作るこ
とはできなかったのでしょ
うか。
　小さい規模での後日開催
や、広報などにインタ
ビュー掲載など。
　担当課も色々な準備をさ
れていたということでの評
価Ｂということなのでしょ
うか。

全小学校のスケジュールが合わ
ず、一堂に会しての開催が困難で
あったため、延期とすることがで
きませんでした。
校長先生の取り計らいで、全校児
童の前で質問・答弁のやり取りを
してくださった学校もありまし
た。
令和２年度については予備日を設
け、延期対応ができるようにしま
した。（コロナの為中止）
当日実施ができるよう全て準備は
整えていたため、B評価です。

5 子ども議会 継続
子ども議会を実施します。
平成31年10月実施予定
議員予定数　14名

令和元年10月12日に市議会議
場にて開催する予定であった
が、台風19号の影響により、中
止とした。

Ｂ 生涯学習推進課

元年
度事
業進
捗評

元年度C・D評
価の理由・課題

担当課等 意見・質問等番号 事業名 方向性 令和元年度　事業目標 令和元年度実施状況

元年
度事
業進
捗評

元年度C・D評
価の理由・課題

担当課等 意見・質問等番号 事業名 方向性 令和元年度　事業目標 令和元年度実施状況

元年
度事
業進
捗評

元年度C・D評
価の理由・課題

担当課等 意見・質問等番号 事業名 方向性 令和元年度　事業目標 令和元年度実施状況 担当課回答

担当課回答

担当課回答
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基本目標５　子どもにやさしいまちづくり

施策の方向１　子どもの安全の確保

基本施策２　子どもを災害や犯罪の被害から守るための活動の推進

2
子どもを守るた
めの活動の推進

継続
防犯講習会を実施します。
「こども110番の家」事業の推
進

11月26日（火）市民会館小
ホールで防犯講習会開催。
こども110番は1,062軒の世帯
に継続の要請、確認を行った。

Ｂ
安全安心まちづ
くり課

B評価となった理由は
何か。

防犯講習会の内容が、主に特殊詐
欺被害防止に係ることであったた
め、子どもを犯罪から守るという
観点から離れてしまったが、こど
も110番については、対象となっ
た1,062件に継続の要請、確認を
実施することができたためＢ評価
としました。

基本施策３　被害に遭った子どもの保護の推進

1
被害児童のカウ
ンセリング

継続

子どもと家庭からの総合相談の
中で、必要に応じて関係機関、
専門機関と連携しながら支援を
行います。

相 談 件 数 13,599 件
（12,773件）

（種類別件数）
養 護 相 談 12,818 件
（11,480件）
保健相談　25件（48件）
障害相談　16件（133件）
非行相談　 ０件（0件）
育 成 相 談 736 件 （ 1,100
件）
その他の相談　4件（12件）

※（）内は平成30年度件数

Ａ
子ども家庭支援
課

A評価とした理由は何か。
昨年度よりも効果、手応え
があったということか。

通告を受理した案件及び相談に来
られた案件に対し、子ども家庭支
援課として適切な対応を行ったと
判断し、Ａ評価といたしました。
次年度以降に対しても、被害児童
への迅速適切な対応を心掛けてま
いります。

基本施策１　子育てを担う若い世代を中心に広くゆとりある住宅の確保

1
良質なファミ
リー向け住宅の
供給誘導

継続

東京都子育て支援認定住宅の基
準を満たす一戸当たり延べ床面
積60㎡以上の共同住宅を市内に
整備する場合に、整備費の一部
を助成する「子育て支援住宅整
備助成事業」を継続し、子育て
に適した住宅の建設を誘導しま
す。

「子育て支援住宅整備助成事
業」を新設し、広報や市のホー
ムページに掲載したが、利用実
績はなかった。

B
まちづくり計画
課

課題としてはどのようなこ
とがあるのか。このままで
は、進展していかないよう
に見受けられる。

大元である東京都が行う「子育て
支援認定住宅」の申請が複雑であ
ることから利用が進んでいませ
ん。令和２年４月より東京都では
対象や手続きを簡素化したため、
今後の進展を注視しています。

令和元年度実施状況

元年
度事
業進
捗評

元年度C・D評
価の理由・課題

担当課等 意見・質問等

元年
度事
業進
捗評

元年度C・D評
価の理由・課題

担当課等 意見・質問等

施策の方向２　子育てを支援する生活環境の整備

番号 事業名 方向性 令和元年度　事業目標

番号 事業名 方向性 令和元年度　事業目標 令和元年度実施状況

担当課等 意見・質問等番号 事業名 方向性 令和元年度　事業目標 令和元年度実施状況

元年
度事
業進
捗評

元年度C・D評
価の理由・課題

担当課回答

担当課回答

担当課回答
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基本施策２　安全な道路交通環境の整備

1 歩道の整備 継続

子どもや高齢者、障害者などす
べての歩道利用者の安全確保の
ため、歩道の拡幅、段差解消な
どのバリアフリー化の整備に努
めていきます。

子どもや高齢者、障害者など、
すべての歩行者の安全確保のた
め、段差解消等の整備に努め
た。

A 道路下水道課

すべて解消されたというこ
とか。何か所実施し、何か
所残っているのか。
充足率はわかるか？

歩道補修により段差解消等の整備
を実施しました。
点字ブロック補修　１箇所
舗装補修　110.8㎡
段差すり付け　10.2ｍ

2 防犯灯の整備 充実
防犯上または交通安全上必要な
箇所の整備に努めていきます。

新たに４灯ＬＥＤ照明灯を設置
した。

A 道路下水道課

すべて解消されたというこ
とか。何か所実施し、何か
所残っているのか。
充足率はわかるか？

市道における防犯灯に関しまして
は整備済となっております。しか
し、新たに要望等により、必要と
判断する場所があった場合は設置
していきます。

令和元年度実施状況

元年
度事
業進
捗評

元年度C・D評
価の理由・課題

担当課等 意見・質問等番号 事業名 方向性 令和元年度　事業目標 担当課回答
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